
意見書案第１６号 

   川崎市における政府関係機関の地方移転に関する意見書案の提出について 

上記の意見書案を別紙のとおり、川崎市議会会議規則第１３条の規定により提

出いたします。 

平成２７年１１月２６日 
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         提出者  川崎市議会議員  廣 田 健 一 
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川崎市における政府関係機関の地方移転に関する意見書 

 政府は、昨年１２月に閣議決定したまち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき、東京圏

以外の４３道府県から地方創生に資すると考えられる政府関係機関の地方移転に係る提案

募集を行い、その結果、川崎市に本部のある国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構と川崎市殿町地区（キングスカイフロント）に移転が決定している国立医薬品

食品衛生研究所の二つの政府関係機関について、５県から移転の提案があった。 

地方創生を推進することにより、人口減少に歯止めをかけ、それぞれの地域で住みよ

い環境を確保し、活力ある社会を維持していくことは重要な課題である。 

しかしながら、国立医薬品食品衛生研究所が移転を予定するキングスカイフロントは、

京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区や東京圏の国家戦略特区の中心的なエ

リアとして、我が国の国際競争力強化に向けた成長戦略拠点の形成に取り組んでおり、そ

の中でも国立医薬品食品衛生研究所はここに集積するライフサイエンス分野を中心とした

先端的な企業や研究機関の中核的な施設の一つである。 

同様に国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構にあっても、これらの

特区のエリアにあり、エネルギー技術及び産業技術の発展を通じた経済及び産業の振興に

多大な貢献をしている。 

これらの二つの政府関係機関の地方移転が現実のものとなれば、国の経済のエンジン

は大きな歯車を失い、国策である成長戦略を自ら失速させることになる。 

よって、国におかれては、我が国の成長戦略に及ぼす多大な影響を考え、本市に立地

し、及び移転を予定している二つの政府関係機関の地方移転を行われないよう強く要望す

るものである。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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